






































綻が相次いだ九〇年代末、およびそれ以降まで横ばい状態が続いた。二〇〇三年あたりから日本経済回復の兆しが見えはじめると、その後は急速なグローバル化の展開に伴って、外国人留学生等の採用は増えていった。とくに二〇〇五年以降急増し、 二〇〇八年にピークを迎える 同年アメリカで起こったリーマンショックの日本経済への影響もあって、一時減少に転じたが、一一年には回復し、一二 には〇八年のピーク時に迫る勢いで増加し、現在に至っている。　
雇用形態も当初は嘱託など非正社員が多かった。しかし、
一九八〇年代後半からは正社員での採用も増え、また、バブル期になると新卒採用で、未だ数は少ないが、新卒の定期採用も見られるよう な 。現在では、日本人学生と同じ条件での正社員採用が基本と って る。　
仕事内容は、採用の初期には語学教師や翻訳、通訳、海外
との連絡等、語学を使 する仕事が中心であった。しかし、バブル期を経て、日本企業 大挙して海外進出を果た 、海外との取引や現地生産が拡大してくる九〇年代に入ると 仕事内容も多様化してくる。とく 二〇 〇年代に入って国際化、グロー ル化が進むと 製造業では外国人技術者が求められるようになり、優秀な技術者 逼迫 い ＩＴ産業









本企業への就職や採用問題については調査もなされ、議論もより活発で、資料も多い。国際化、グローバル化のなかでこれらの人々をいかに活用すべきかに関する、人事コンサルタント等による、企業 人事担当者向けのマニュアル本 多く出版されている。外国人留学生の雇 に関する調査研究が多い理由は、 時の首相が留学生一〇万人受け入れ計画 （一九八三年） 、三〇万人受け入れ計画（二〇 八年）を提唱し それに沿って大学が留学生を受け入れるようになったため、大学も受け入れ当事者として最低限の就職の世話をしなければならなかったこと、そういう立場から大学の研究者 実態把握の必要があ さらに国際化 波とともに、日本企業がこれらの人材を必要とするグローバル化 時代がやってきたこと、等にあると考えられる。　
他方、日本人の海外留学は学生個人の私事と考えられ、就
職の世話をする主体も から、関心も薄 った考えられる。帰国子女の場合も、基本的には海外赴任した社員の個人的な問題、せいぜい会社の人事部の関心事となったに過ぎず、それが会社や経済団体、 るいは政府の関心事となったのは、日本企業の海外進出が拡大してからのことである。　
本稿では、先に発表した二論文と同じ手法、つまり新聞記
事を第一次資料とし、その過程で過去の資料を参考にしながら、外国人留学生等の就職や採用について 歴史的な経過を明らかにすることにした。前の二つの文章と比較可能に るからでもある。 記事検索にあたって調査の対象とした新聞は、日本経済新聞（同社の記事データベースに出てくる日経産業新聞や日 ＭＪ等の系列紙を含む） および一般全国紙三紙 （朝日新聞、毎 新聞、読売新聞）である。いずれの場合も、系列の週刊誌は含まない。　
検索にあたって使用したキーワードは「外国人採用」 、 「外





で検索し、ヒットした記事の総数は二，〇〇〇件弱、各紙のヒット件数は二〇一三年一〇月五日時点で、日経九一七件、読売三四六 、朝日三三八件、毎日二四五件であった。それぞれのキーワードで検索すると、同一紙のなか 同一記事が重複してヒットすることもあるが、それらをチェックし重複してカウントしないように た。また 読者の声欄 記事もカウントしていない。なお本稿でいう外国人とは いわゆる高度人材としての外国人であり、日本の大学（大学院）への留学生を中心に、外国の大学（大学院）の学生や卒業生 ことを指し、工場労働者等は含ま 。 検討し 記事のなかには、一部にこれらの工場労働者や日 人留学生を対象にしたものも含まれているが、数もそれほど多くなく、多かれ少なかれ高度人材とし の外国人労働者等にも触れていることから、カウントしている。　
これらの記事のなかで、本稿で主に分析の対象としたのは


























































































































一三万八千人弱の留 生の 訳は、 最も多いのが学部学生 （全体の五〇％）で、次が大 院生（二九％）であった。短大、高専、準備教育課程はいずれも一％前後と少なく、比較的多いのは 修学校（一八％）である。大学院生 学部 を母数にした場合、大 院生の割合 高く（三六 ） 、それが多くは学部レベルで留学する日本の大学生との違いである。　
次に、過去の留学生数の推移をみてみよう。結果は図表２
の通りである。これ 一九七八年から二〇一二年までの留学生の数の変化を示 ものであるが、ここからわか ように中曽根元首相が一〇万人計画を提唱した一九八三年には、日本に来る留学生の数 未だ一万人 やっと上回る 度にすぎなかった。しかも、政府（日本政府および外国政府）奨学生が三割近くを占めていた。その後、日本がバブル経済に突き進むなかで留学生は増加しはじめ、バブルの絶頂期には四万人を超えるま になった。日本 経済および産業技術 めざましい発展に世界が注目し ことが、 背景にあったと考えられる。　
バブル経済崩壊後も留学生は緩やかに増加し続けた。
一九九〇年代半ば以降は横ばいないしは微減するものの九〇年代末からはアジア諸国の経済成長に伴っ ふ たび
1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995



























増加に転じた。とくに二〇〇〇年～〇五年の増加は著しく、二〇〇三年には一〇万人計画の目標が達成され、二〇〇五年には一二万二千人に達した。その後、再び微減するものの、二〇〇八年には再度増加に転じ、 一 には一四万二千人に達した。こうしたなか二 〇八年、グローバル化の急展開をうけて、福田内閣は新た 「留学生三〇万人計画」を提唱し、今日に至っている。　
こうして、若干の増減を繰り返しつつも、一九八〇年代以
降をみると、 日本 来る留学生の数は着実 増加していった。これらの増加を支えたのは私費留学生で、現在では留学生全体の九割を超えている。留学生の出身国　
ところで、これらの留学生たちの出身国はどこか。図表３
はそれを示したものである。ここから明らかなように、圧倒的に多いのは中国で、全体の六三％ 占める。次は韓国（一二％） 、台湾（三％） 、ベトナム（三％）で、それにネパール、マレーシア、インドネシア、タイが一 台で続く この図表からもわかるように、上位一〇カ国はアメリカ合衆国を除いてすべてアジア諸国である。アジア諸 で留学生全体の九二％を占める。二〇〇〇年と比較すると こ 一二年の間
に中国の比率が上昇し、逆に韓国、台湾の比率が低下していることがみてとれる。また 若干の 別順位 変動はみられるものの、東アジアを中心としたアジアが中心であることに変わりはない。なお、これら留学生には短期留学生も含まれるが、 それに限定すると ジアの比率は六〇％強まで低下し、かわって欧州（二〇・一％）と北米（一三・九 ）の比率が高くなる
（３（
。
国  名 留学生数 構成比（2012年） 構成比（2000年）
中国 86,324 62.7% 　　　　　 ①　55.8%
韓国 16,651 12.1% 　　　　　 ②　18.7%
台湾 4,617 3.4% 　　　　　 ③　  5.4%
ベトナム 4,373 3.2% 　　　　　 ⑧　  1.2%
ネパール 2,451 1.8%
マレーシア 2,319 1.7% 　　　　　 ④　  2.3%
インドネシア 2,276 1.7% 　　　　 ⑥　　1.8%
タイ 2,167 1.6% 　　　　 ⑤　　1.8%















職するには、学生としての在留許可（通称「学生ビザ」 ）を変更し、就労目的の在留許可（通称「就労ビザ」 ）を取得しなければならない。いうまでもなくそれには一定の条件があり、本人が希望して申請すればすべて認められるわけではない。過去一〇年あたりでみると、申請者 九〇％前後が許可され、許可率は若干上昇傾向にある。 は、どれくらいの留学生たちが就労ビザを取得 、 日本国内での就労を認められ、就職しているのであろうか。それ ついて見た が図表４である。一九八三年には一〇 人を少 超え 程度 、日本で就職す 外国人留学生は未だ珍しい存在であった。　
しかし、その後、日本がバブル経済に向かうなかで日本企




































































































学生支援機構の調査によると、日本で就職する外国人留学生の割合は年によって変動す ものの、およそ全体の二〇～三〇％前後である。最新の二〇一一年統計 、 で二二％であった。 これを大学学部生および大学院生でみると、リーマンショック直前の好景気時には四〇％前後ま 上昇したこともあるが、およそ二〇～三〇％前後で推移し 。ただ、大学院、とくに専門職大学院 就職率は高い
（５（
。こうし



























































































































































































以降は、日本企業による留学生等の採用の動向についてみてみよう。 そのために、 ここでは外国人留学生等の採用等を扱った新聞記事を手がかり する。先に見た図表１は、日本企業による外国人留学生等の採用が、国内主要紙に取り上げられた新聞記事の件数を年別に示したものである。 これによって、日本にいる外国人留学生、あるいは外国 大学を出た外国人の日本企業 採用が、マスコミによってどの程度関心をもたれ、ま 、彼らの 歴史的 はいかな 経過をたどり、現在はどういう状況にあるのか 大雑把 流れは把握できるので ないかと考える。　
図表１からわかるように、記事数が圧倒的に多いの 日本



















も減っていった。この時期、記事件数 日経も含めて減りつづけ、日経の場合九五年にかろうじて二桁台を保つ程度であった。九六年～九七年には一時的に回復するものの、九八年には年間三件で底をついた。こうした状況に変化が じのは二〇〇六年のことである。二〇〇八年のリーマンショックで翌年にはふ たび 少するものの、バブル崩壊後のようなことにはならず、日経の場合二〇一〇年 は六 件、一一年九一件、一二 八八件と、バブル期を超える勢いで増えていった（二〇一三年が大きく している は、検索時
点が一〇月五日で、一年の途中までの記事数であること、さらに世の中の関心がグローバル人材に移ってきていること等が影響していると考えられる） 。　
こうした動きの背景には、経済・経営のグローバル化の進
展や国内市場の逼迫、それにともなう新市場を求める企業の海外進出、二〇一一年三月 東日本大震災と東京電力福島第一原発の事故による海外移転、および当時の歴史的な円高によるコスト高を理由にした製造業の海外移転の動き等々、企業の海外進出や海外移転は増え、それとともに材ブームが本格化した感があ 。小学校高学年か の英語教育の必修化や中高での英語による授業の導入 中・高等教育機関に対してグローバル人材育成を求める政府の動きが、こうした流れをいっそう加速させ 。　
企業の方もバブル期の帰国子女、留学生ブームのときのよ










で、日本企業による日本人海外留学生、帰国子女、日本で学ぶ外国人留学生等 採用 いう点では、いわば前史ないしは黎明期といってよい時期である。第二期 一九八四年ころからバブル経済崩壊後の一九九二年あたりまでをさす。この時期の前半では が日本企業に認知、採用されるようになり、後半では「新卒」の、一部では「定 採用」の対象となって、それが定着、拡大していった。　
第三期はバブル経済崩壊から二〇〇〇年代前半（二〇〇三

















にマスコミに取り上げられたのは、新聞記事検索を通してみる限り、第一期の一九八一年、西武百貨店などを含む西武流通グループが、 一職種、一五人の外国人の大学新卒を採用しようとして政府にビザ申請したときであった。当時、外国人の採用は出入国管理令（一九五一年、これが一九八二年に改正され現在の 及び難民認定法になっている）で規制されており、外国人留学生が日 で就職し、仕事をすには政府の許可（留学から就労への在留資格の変更）が必用とされた。　
出入国管理令の時代、外国人が就労目的の在留資格を得る


















たものである。ただ、これらの報道で、そ 時点で外国人が何人採用され、あるいは採用予定かはわかるが、初めて採用した年や雇 上の地位（嘱託か正社員か等）などはっきりしないところもある。ただ 雇用上の地位に関していうと、一九八〇年代半ば以降は正社員としての採用、それも定期採用にするか、あるいはそれまで嘱託だった者を正社員にすかなどが関心事となっていた。 た、日本の企業にとって、
　　　　76 77　　　　（16）
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図表 10  外国人留学生採用等の初期における採用状況
（会社名は当時のまま）
西武流通グループ



















年には約 80人の外国人社員が在籍（そのうち 55人は技術者）。 1984














































人社員の国際化も政策化されていた。 とえば一九八五年に清水建設は、一部のエリート社員が国際派として活躍する時代は終わった、これからは「社員全 」でなければならないとして、海外留学や海外派遣研修制度などを拡充するとしていた。社員の五％を毎年国際 研修に投入 ても、四年後には二〇％になるとして人材の国際 策を進めようしていた。背景に 、年間受注量に占める海外比率 、当時の一〇％から五～一〇年後 は二〇％にするという目標があった。このよう 海外での事業比率を高め、それに伴って人材の国際化をめざす いう考え方 、当時他の多くの企業にも共通してみられた。　
その後、日本経済がバブルに突き進むなか、国際化は日本
企業の予想を超えるスピードで展開 、人材の国際化は語学能力だけでは十分ではない状況が生まれてきた。企 の海外進出も急増し、国際化は投資や事業展開だけで く 人材面でも求められるようになった。社員 国際化では、語学や
　　　　74 75　　　　（18）
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異文化理解はもちろんのこと、海外で仕事をするための総合的な仕事能力その のが問われるようになっていった。こうした状況を反映して、こ 時期の企業の人事関係者の間で流行したスローガンが「内なる国際化」であった。それは一部のエリート社員を社内で語学研修させ、海外研修 出し、あるいはＭＢＡ取得を目的に海外 大学に派遣留学させたりするだけで 不十分で、全社 人材 国際化に取り組まなければならないというような見方を捉えた のであった。　
バブル景気に向かう環境のなかで、外国人採用は本格化

























Ｓ」という類の見出しもみられた。たしかに当時の失業率を見てみる 、一九九〇年、九一年の二・一％を底に、九二年から上昇しはじめ、 七年～九八年の金融危機をはさんで二〇〇二年には五・三％まで上昇し、失業率のピークをなした。また、当時の文部省の学校基本調査で大学生 就職率みても、一九六〇 代半ば以降の最高を記録した九一年の八一・三％をピークに、その後急落しはじめ、就職氷河期と言われた二〇〇〇年代前半 〇数 下がった。それまで大卒を大量採用してきた大企業は 転 て採用を控えるようになった。そのような状況を考えると 留学生の採用が落ち込むのも当然とも思える。　
しかし、先に図表４でも見たように、日本での就職を目的













日、大阪市は、それまで採用試験の区割りで法律系、経済系、その他と分かれていた事務職をひとつに統合し、他に「経営情報」 「国際」という専門二職種を創設し、これら二職種には国籍条項を適用せず、外国人の受験 認めると発表し、その年から実施された。それまでも保母や（当時の）看護婦、教員、研究員など 専門職は公権力の行使にはかかわらないとの判断から、外国人 受験を認め、採用もされていた。しかし、事務職に外 人の受験 採用を認めたのは、県や政令指定都市では大阪市が初めてであった。これに対して当時の自治省は、 「従来 指導方針に抵触しない と」を条件とし、また、昇進については「課長程度」とすることなど 歯止めをかけようとした。　
在日韓国・朝鮮人や中国人などを想定した場合、大阪のや





























オックスなどが外国人採用 積極的におこなっていた。とくに横浜と成田に免税店をもつラオックスは積極的二〇〇四年には全社員の五％にあたる七〇人が外国人とり、それ以外にも外国人の学生バイトを雇用 いた。中国人が半数を占めて最 多かったが、その他にもアラブ圏や南米、アフリカ出身者などもいて、同社によると、世界の主な言語はほとんど バーできているというほどであった。　
電機メーカーは海外進出に最も積極的な業界のひとつであ





































バル人材育成への傾斜的動きがあり、それは二〇〇〇年代半ば以前の の国際化の動きとは性格を異 する、新 画期かもしれないことを示唆した。それは上述のような社員のグローバル化に向かう企業 動きに見ることができる。それ以外にも、ひとつ はグローバル人材 関する調査結果もう一つは二〇一〇年前後からの政府や経営者団体等 政策
文書や研究会などに見ることができる。各種調査の結果によると　
前者の調査についていえば、例えば、ディスコ社の調査に
その一端を見ることができる。それよると、二〇一三年度の外国人留学生採用に関する企業調査では、採用したとする企業（予定を含む）は三五・二％であったが、従業員 ，〇〇〇人以上 大企業になる これが五四・〇％と高率になる。全体の三割以上、大企業の過半数が外国人留学生を採用したか採用予定であるとしていたことになる。さらに翌一四年度の採用見込みは全体で四八・四％、大企業では六九％に達していた。しかもこの三～四年で採用実績が大幅 伸びている（図表⓫） 。　
配属をみると日本での勤務が八〇％と多く、日本勤務だが




















































社の社員への外国人採用の拡大」 （四六％） 、 「海外現地法人の役員・管理職への外国人起用」 （四五％） 、 「本社の役員・管理職への外国人起用 （一四％）など、多くの企業で外国人の本格採用や管理 ・幹部への起用が打ち出されている （図表⓭） 。これに「日本 社員の海外駐在 が加わる。先にみた日立製作所など、人材のグローバル化に積極的な企業が一部の例外的なケースではないことがわか 少なくとも政策レベルでみる限り、日本人 外国人を問 ず、海外でのビジネスへの適応が求められており、日本 大企業における大卒労働市場で 競争は、日本人・外国 を問わずいっそう厳し なること 予想され 。政府や経営者団体の対応　
まず、政府機関であるが、二〇〇〇年代後半以降、政府機



















バル人材育成委員会」を立ち上げ、集中審議の上四月に報告書（ 「産学官でグローバル人材の育成を」 ）をまとめた。さらに一一年三月には、アジアからの留学生のさらなる活用を目的に、いかに外国人留学生の就職を促すかに関して、 「教育機関のための外国人留 生就職支援ガイド」を公表した。　
他方、二〇一一年五月には内閣官房長官を議長とし、関係
する五大臣（外務、文科、厚労、経産、国家戦略担当）をメンバーとして「グローバル人材育成推進会議」が組織された。これは、グローバル人材の育成と活用、なかでも日本の若者の海外留学の推進を念頭に置いたものであった。この 議には有志懇談会のメンバーとして産業界、大学からの参加者の他、明石康元国連事務局長ら国際経験豊 な有識者も入っていた。そして一年後の二〇一二年六月、審議のまとめとして報告書「グローバル人材育成戦略」を発表している。この会議は、前年九月の新成長戦略 一環としての閣議決定 基づいて組織され ものであった。　
文部科学省も産学連携によるグローバル人材育成推進会議
を組織し、二〇一一 一 ～三月に集中審議をおこない、四月に最終報告「産学官による 育成のため戦略」をまとめた。また 同 、経産省と文科省が事務局となって、財界代表と旧帝大および早慶を中心 した大学の総
長、学長をメンバーとする「産学協同人材育成円卓会議」を組織し 七月二七日に第一回会議を開催している。　
二〇一二年になると厚生労働省は、より広い視点から、高










ず、第一に、人口の少子高齢化があり、それによる国内市場の縮小がある。第二に、それはとりもなおさず内需拡大の限界を意味する。その結果、第三に、新たな市場を求める企業の海外進出が課題となる。とくに中国やインド、ＡＳＥＡＮ諸国など、急速な経済発展を続けるアジア市場のいっそうの拡大は、日本のみならず多く 経済先進諸国に って進出の好機ととらえられている。先述のように 実際、アジアを中心とした日本の海外投資は急増してい　
このような経済・経営のグローバル化の下で、国内外でビ











本人社員の育成がある。これには海外派遣のための語学研修やビジネスマナー研修などで、これを一歩進めたものが海外支店等への派遣研修で、基本的にＯＪＴによる実務研修である。また、より長期的な視点からこれをさら 進 たのが、海外の大学等への派遣留学である。一九九〇年代にはＭＢＡ取得を目的にした、アメリカ ビジネススクールへの派遣留学が流行した 早いところでは一九七〇年代からお なっていたところもあ が、 その枠を拡大する等の施策がな 。ただ、ＭＢＡ派遣留学の効果については企業に って評価が分かれるようである。　
いずれにしても、外国語が仕事で使えるようになるには時







対して、日本の企業組織 じめない等の否定的な評価がなされることもあった。しかし、一九八〇年代末期から九〇年代にかけて企業 経験を積み、こうした企業文化や企業組織への適応をめぐる問題の扱いに慣れてくると、外国人 採用をおこなう企業も増えてきた。かつて帰国子女や日本人留学生の採用を試行していたあたりまでは、職種は翻訳 通訳、外国と 連絡などで、しかも雇用形態は嘱託や契約社員であることも多かった。しかし、広く外国人を採用する 階にると、ＩＴや電機関連 技術者などで典型的に見られ ように、 専門的な知識や仕事能力その のが われるようになり、語学はできて当然ということになっていく。　
さらに二〇〇〇年代に入ると、海外に工場や研究所をもつ
電機などの製造業や 海 にも店舗を展開するデパートやスーパー、コンビニなどの流通・小売りでは、将来の現地法人の幹部候補として外国人を採用・教育するよう なる。採用で外国人枠を設けているところはこれらの業界 多いよう
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である。他方、銀行などの金融や商社など、もともと早くから国際化の波を体験してきた大手企業では、採用後も日本人と同じ仕事をし、処遇も同じにするという形で人材のグローバル化を進める傾向にあるようだ。この場合、日本 と外国人はまったく同じ土俵で競争することになる。す に見たように、外国人を採用しても配属先は多くの場合日本国内あったが それは日本人も外国人も同じ仕事をし、同じ環境で競争をするということである。そうすると国内外で人事ファイルを統一し、採用や登 を一括しておこな ようになる。かつては一部で か見られなかった支社長も含む現地法人の幹部への外国人の登用、さ にはそのなかから日本本社の幹部に登用ということがおこなわれるように る。E
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のグローバル化」 「グローバル人材」等の表現が使われている。意図している意味は大きく異 ことはないのだろうが、これら フレーズは使われる
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に関する文章でも同様の表 作成 たが、企 名でみると一部を除いて同一企業 多くみられない ただ、銀行や商社、電機などの業界が多いのは共通している。
（
16）労働政策研究・研修機構による前掲調査は、外国人










































人、一三年は一，五〇〇人 を予定し、そ うち国内採用は約三〇〇人を維持し、あと 海外の現地採用だという。また、日本人のユニクロ店長や本部管理職の約九〇〇人全員を 年以内に海外派遣る制度も二〇一一年からスタートしてい 海外の現地採用は別にしても、二〇一 年には三～五年後
をメドに、東京本社の社員の半数を外国人にするとしている。
（
27）前掲、労働政策研究・研修機構、二〇〇八年調査。
（
28）同様の調査結果は、リクルートワークス研究所の
「ワークス採用見通し調査」（二〇一一年一二月、有効回答数四，六七三社）にもみられる。こ 調査は同社が毎年実施 ものであるが、この調査で初めて、外国人留学生の採用を調査項目に加えた。
（
29）「海外生産「拡大」
33％
　
社長１００人＆地域５０
０社アンケート」日経新聞二〇一一年一〇月一〇日。同日の日経産業新聞ではこの調査の結果がより詳細に紹介されている。
（
30）人材サービス、コンサルティング会社等 出現やそ
の後の働き ついては、上掲の拙稿を参照されたい（「日本人留学生の日本企業へ 就職事情」）。
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